

















1974 年 3 月 東京工業大学工学部卒業、1974 年４月経済企画庁入庁。長年に渡り国民経済計算の推計












ろで、日本の国民経済計算 JSNA におきましては、SUT によく似ております U 表、V 表と
いうシステムをパワポにあるような形で使っております。前回 2015 年の基準改定からは、
SUT に基づく計数調整を行って推定を遂行するということが始まっています。現在 SNA









情報不足ではあります。また、JSNA の V 表、U 表というのは、産業連関表の基本取引表












決まるわけですが、公表部門については 40、作業部門については 450 以上となります。さ




生産物分類がバランシングで 450、公表が 40、産業分類がバランシングで 250、公表部門
で 150 なので、公表部門を見ると生産物分類の方が小さいという世界的にみて極めて特徴
的なものになっています。作業部門ではかなりの数が確保されているので、これから導か
れる IO 表は生産物分類の公表数 40 に制約されるということではないということです。 
 それから、これまで比較的手薄であった建設・不動産、医療・介護、教育の 5 分野につ
いて、産出、費用構造の把握により一層努めるということで、新しい推計方法がないか検
討を行っているところであります。 
 今後の課題についても少し話させていただきますが、これは 08SNA が勧告されるときに
国際 IO 学会などが疑問視する声明を出した問題で皆さまご存知だと思いますが、加工のた
めの財の移動の記録をどうするべきかが問題になりました。ここで挙げる例では、ある企
業が 1 年目に 90 の中間投入に 10 の加工サービスを行い、35 の付加価値を得て 135 の産出
を行ったとします。次の年に、前年の生産に加えて、90 の原材料は他国から取り寄せて供
給されるとします。それに加工を加えて 70 の付加価値を加えることで、産出が 180 になる
とします。この記録方法が 2 つありまして、経済活動の過程を正確に表すやり方と物理的





ています。先ほどの話にも出たように、2020 年表はサービス分野のみを SUT にするとの
ことでしたので、この問題は不問とした訳ですが、2025 年には財部門も SUT になるので、
どちらの手法を採用するのかは大きな問題になります。 
08SNA の改定が 2025 年に勧告されるのではないかと思いますが、その場合の大きな 2
つのテーマは Globalization と Digitalization です。Globalization については、今 goods for 
processing の問題をお話しした訳ですが、それを超えて広範化、複雑化しています。例え










いかという議論もあります。このように GVC を分析するには、初めから global な枠組み
に立脚する必要があります。この枠組みを立脚するには、SUT や FGPｓ、外資系企業の分
離や企業規模別分類などを備えることが求められるということになります。 
Digitalization については、Digital industries をどう定義して分類するか、配送方法の
違い、digital での発送かどうか、国内外に仲介者がいるかどうかによって分ける必要があ
ります。このようなことを考えた上で SUT を拡張し、2008SNA では生産物とされないも
のを含む digital SUT の検討が進むことが期待されています。内閣府によって 3 日前に発表
された試算ですが、デジタルエコノミーに係るサテライト勘定というタイトルの研究があ
ります。内容としては、2015 年のデジタル産業の産出額が約 71.4 兆円、デジタル生産物の
総使用は約 87.6 兆円、それからデジタル注文による輸入額は 17.4 兆円という結果がでまし
た。このような推計は欧米でも限定的に行われていますが、内閣府の今回の試算は他に類
を見ない高い評価を得ています。ご興味のある方は、資料の URL を見ていただければと思
います。 
本日申し上げたように、SUT は多くの課題を抱えておりまして、道のりは長いといえま
す。以上で終わります。 
 
 
10 11
